
をした。
第３　当事者等の主張の要旨
　（略）

理由
第１　問題点

１　保険料納付に係る所定の要件を満たし
た厚生年金保険の被保険者が死亡した場
合は、その死亡した者（以下「適格死亡
者」という。）の死亡の当時、適格死亡者
に配偶者及び子がいないとき、適格死亡
者の父母であって、適格死亡者の死亡の
当時、適格死亡者によって生計を維持し
たものに遺族厚生年金が支給される（厚
生年金保険法（以下「厚年法」という。）
第５８条第１項第１号及び第５９条、国
民年金法等の一部を改正する法律（昭和
６０年法律第３４号）附則第６４条第２
項）。そして、厚年法第５９条第４項にお
いて、適格死亡者によって生計を維持し
ていたことの認定に関し必要な事項は、
政令で定めるとされ、それを承けた厚生
年金保険法施行令第３条の１０において、
適格死亡者の死亡の当時その者によって
生計を維持していた者とは、当該適格死
亡者の死亡の当時その者と生計を同じく
していた者であって厚生労働大臣の定め
る金額以上の収入を将来にわたって有す
ると認められる者以外のものとされてい
る。そうして、「生計維持関係等の認定基
準及び認定の取扱いについて」（平成２３
年３月２３日年発０３２３第１号厚生労
働省年金局長通知。以下「本件通知」と
いう。）において、その厚生労働大臣の定
める金額は年額８５０万円以上の収入又
は年額６５５万５０００円以上の所得

（以下、上記の収入額又は所得額を「基準
額」という。）とされている。

２　本件の場合、Ａの死亡の当時において、
Ａが適格死亡者であったこと、Ａに配偶
者及び子がいなかったこと、及び、請求
人が基準額以上の収入又は所得を将来に
わたって有すると認められる者以外のも
のであったことについては、後記第２の
１⑴、⑵及び⑷の認定事実から明らかで

令和元年（厚）第２２０１号

令和３年３月３１日

主文
　後記「事実」欄第２の２⑵記載の原処分を
取り消す。

事実
第１　再審査請求の趣旨

　再審査請求人（以下「請求人」という。）
の再審査請求の趣旨は、遺族厚生年金の支
給を求めるということである。

第２　事案の概要
１　事案の概要

　本件は、請求人が、厚生年金保険の被
保険者であった亡Ａ（以下「Ａ」とい
う。）が死亡したので、その母であるとし
て、遺族厚生年金の裁定を請求したとこ
ろ、厚生労働大臣が、請求人に対し、後
記２⑵記載の原処分をしたことから、請
求人が、原処分を不服として、標記の社
会保険審査官に対する審査請求を経て、
当審査会に対し、再審査請求をしたとい
う事案である。

２　本件再審査請求に至る経緯
　本件記録によると、請求人が本件再審
査請求をするに至る経緯として、次の各
事実が認められる。
⑴　請求人は、厚生年金保険の被保険者

であるＡが令和◯年◯月◯日に死亡し
たので、令和◯年◯月◯日（受付）、厚
生労働大臣に対し、Ａの母であるとし
て、遺族厚生年金の裁定を請求した。

⑵　厚生労働大臣は、令和◯年◯月◯日
付けで、請求人に対し、「請求者様はＡ
様の死亡当時、厚生年金保険法第５９
条に定める生計維持関係があった遺族
とは認められないため。」という理由に
より、遺族厚生年金を支給しない旨の
処分（以下「原処分」という。）をし
た。

⑶　請求人は、原処分を不服として、標
記の社会保険審査官に対する審査請求
を経て、当審査会に対し、再審査請求



⑶　◯◯区長が証明するＢを世帯主とす
る世帯全員の住民票（令和◯年◯月◯
日付け）によれば、請求人は、昭和◯
年◯月◯日に、Ｂ及びＡら子◯名と共
に、◯◯市◯◯区◯◯　◯−◯−◯か
ら同区◯◯　◯−◯−◯（以下「ｂ宅」
という。）に転居し、請求人とＢは、そ
の後住所の変更なく、Ｂを世帯主とす
る世帯に属しているが、Ａが平成◯年
◯月◯日に◯◯市◯◯　◯−◯−◯　
◯◯◯◯へ転出したほか、子らは全て
転出し、同世帯は請求人とＢのみの世
帯となっている。そして、同区長が証
明するＡを世帯主とする世帯全員の住
民票の除票（令和◯年◯月◯日付け）
によれば、Ａは、平成◯年◯月◯日に、
◯◯市◯◯町◯−◯−◯−◯からｂ宅
に転入し、同人のみを世帯員とする世
帯の世帯主となっていた。

⑷　◯◯区長が証明する請求人の平成◯
年度市◯民税に係る証明書（令和◯年
◯月◯日付け）によれば、平成◯年中
の、請s求人に係る総所得金額は◯万
円（全額配当所得）で、公的年金に係
る収入は◯◯万◯◯◯◯円とされてい
る。

⑸　請求人が作成した、当審査会委員長
の照会に対する回答書（令和◯年◯月
◯日付け）があり、本件検討に必要な
部分を記載すると、次のとおりである。

【照会事項】
　（亡）Ａ様がお亡くなりになった当
時（令和◯年◯月◯日頃）における、
請求人様と（亡）Ａ様との間の生計
同一関係及び生計維持関係につい
て、お二人の暮らしぶり（食事、部
屋割り、身の回りの世話など）及び
金銭の授受などを時系列（平成◯年
◯月◯日以降）にできるだけ詳細か
つ具体的に御教示願います。なお、
これらのことについて、客観的に確
認できる資料があれば、併せてその
写しを御提出願います。

【回答】
お二人の暮らしぶり及び金銭の授

あり、これらの点について、当事者間の
争いはないものと認められるところ、請
求人は、前記「事実」欄第２の２⑵記載
の理由により遺族厚生年金を支給しない
とした原処分を不服としているのである
から、本件の問題点は、本件における具
体的事実関係に照らして、Ａの死亡の当
時において、請求人がＡによって生計を
維持した者であったと認めることができ
ないかどうか、ということである。

第２　事実の認定及び判断
１　本件記録によれば、次の事実を認定す

ることができる。なお、次の⑴ないし⑸
に掲げる資料はいずれも写しである。
⑴　◯◯区長が証明するＢ（以下「Ｂ」

という。）を筆頭者とする戸籍の全部事
項証明書（令和◯年◯月◯日付け）に
よれば、請求人は、昭和◯年◯月◯日
に出生し、Ｂ（昭和◯年◯月◯日生）
と昭和◯年◯月◯日に婚姻して、その
婚姻関係は継続し、両名の間に、長男
Ｃが昭和◯年◯月に、長女Ｄが昭和◯
年◯月にそれぞれ出生した後、Ａが二
男として昭和◯年◯月◯日に出生し、
Ａは、平成◯年◯月◯日に婚姻により、
◯◯市◯◯　◯−◯−◯（以下「ａ本
籍」という。）を新本籍として除籍され
ている。また、同区長が証明するＡを
筆頭者とする除籍の全部事項証明書

（令和◯年◯月◯日付け）によれば、Ａ
は、平成◯年◯月◯日に、本籍地をａ
本籍から◯◯市◯◯区◯◯　◯−◯に
転籍して戸籍を編製し、その後、令和
◯年◯月◯日に死亡し、その死亡時に
おいて、婚姻の記録及び子に関する記
録はなく、その死亡届はＢが提出して
いる。

⑵　Ａに係る被保険者記録照会回答票
（資格画面）によれば、Ａは、厚生年金
保険の被保険者の資格を平成◯年◯月
◯日に新規取得した後、死亡により同
資格を喪失する令和◯年◯月◯日ま
で、継続して同資格を維持し、その死
亡時において、同被保険者の期間とし
て１７１月を有していた。



そうして、生計維持認定対象者が適格
死亡者の父母で、住民票上世帯を異に
しているが、住所が住民票上同一であ
るときは、生計を同じくする者に該当
するとしている。ただし、これにより
生計同一関係・生計維持関係の認定を
行うことが、実態と著しく懸け離れた
ものとなり、かつ、社会通念上妥当性
を欠くこととなる場合には、この限り
でないとしている。

⑵　上記のような基準は、一般的・基本
的なものとして、相当と解されるので、
本件をこれに照らして、Ａの死亡の当
時において、請求人がＡによって生計
を維持した者であったと認めることが
できないかどうかを検討する。

　　前記１⑶によれば、Ａが平成◯年◯
月◯日にｂ宅に転入してから同人が死
亡するまでの間、Ａは、ｂ宅において、
住民票上、世帯は異なるものの、請求
人及びＢと住所を同じくしていたこと
が認められる。したがって、請求人と
Ａは、本件通知の「住民票上世帯を異
にしているが、住所が住民票上同一で
あるとき」に該当することとなる。こ
れに対し、保険者は、本件記録中の、
Ｂに係る情報照会結果票（◯年（令和
◯年）◯月◯日付け）によりＢの課税
年度◯年（令和◯年）に係る合計所得
金額が◯◯◯◯万◯◯◯◯円であるこ
と、及び、Ｂに係る被扶養者記録照会
回答票（案内画面）（◯年◯月◯日出
力）により、同人を被保険者とする健
康保険において平成◯年◯月◯日付け
で認定を受けて以降、請求人がＢの被
扶養者であることが認められることな
どを挙げて、請求人は、Ａの死亡後に
おいても、Ｂの収入等によりその生活
の安定が望めることから、請求人とＡ
の間に生計維持関係を認めると、実態
と著しく懸け離れたものとなり、かつ、
社会通念上妥当性を欠くこととなる場
合に該当するとして、請求人とＡの間
に生計維持関係は認められないとして
いる。そこで、この点に係る適法性に

受などについて：（亡）Ａは◯◯
で生活をしておりましたが、父
Ｂが役員として勤務しているｃ
社に就職するため会社を退職し
平成◯年◯月◯日に入社して父
母と同居しておりました。生活
状況につきまして食事は母が作
り、時には家族で外食をしてお
りました。（亡）Ａの部屋はあり
ます。自宅は二世帯住宅ではあ
りませんので、玄関、トイレ、
浴室、キッチン等は一か所しか
ありませんので家族で共有して
おり、母の手伝いとして清掃、
買い出しなども（亡）Ａが行う
ことがありました。金銭の授受
につきましても、毎月５万円を
母に直接現金で手渡ししてお
り、生活費の一部援助をしてお
りました（注：１階に玄関、台
所、リビング、浴室、ＷＣ、倉
庫のほか４部屋あり、２階にＡ
の部屋と倉庫がある旨を記載し
た見取図が添付されている。）。

客観的に確認できる資料の写し提
出について：提出についてはで
きません。理由としましては、
一般的家庭と同様の日常生活を
していますので母と子の間で契
約者等の覚書、金銭授受を証明
する領収書など証明する資料等
はありません。

２　以上に基づいて、本件の問題点につい
て検討し、判断する。
⑴　保険者は、基準額の設定を含め遺族

厚生年金の受給権者に係る生計維持関
係の認定等の取扱いについて、本件通
知を定めている。そして、本件通知は、
生計維持関係の認定について、適格死
亡者との生計維持関係が認められるた
めには、生計維持認定対象者が適格死
亡者と生計同一関係があり、かつ、基
準額以上の収入又は所得を将来にわ
たって有すると認められる者以外のも
のであることが必要であるとしている。



持関係を一つに限る旨の定めはなく、
本件通知においてもその旨の規定はな
いのであるから、法令の定める生計維
持関係の認定に係る要件を満たしてい
る請求人とＡとの間の生計維持関係を
否定することはできないというべきで
ある。

⑶　以上によれば、Ａの死亡の当時にお
いて、請求人はＡによって生計を維持
した者であったと認めるのが相当であ
るから、請求人にはＡに係る遺族厚生
年金が支給されるべきであり、これと
異なる趣旨の原処分は、妥当でないか
ら、取り消されなければならない。

　以上の理由によって、主文のとおり裁決す
る。

ついて検討することとする。
　　前記第１の１に記載のとおり、厚年

法第５９条第４項は、適格死亡者に
よって生計を維持していたことの認定
に関し必要な事項は政令で定めるとし、
厚生年金保険法施行令第３条の１０に
おいて、適格死亡者の死亡の当時その
者によって生計を維持していた者とは、
当該適格死亡者の死亡の当時その者と
生計を同じくしていた者であって厚生
労働大臣の定める金額以上の収入を将
来にわたって有すると認められる者以
外のものとしている。すなわち、法令
においては、遺族厚生年金の受給権者
に係る生計維持関係の認定は、適格死
亡者の死亡の当時、その者と生計を同
じくしていた者であるかどうか、そし
て、その生計を同じくしていた者が基
準額以上の収入又は所得を将来にわ
たって有すると認められる者以外のも
のであるかどうかを基準としている。
そうして、請求人は、Ａが死亡する１
年以上前の平成◯年◯月◯日以降、ｂ
宅において、Ａと、世帯は別であるも
のの、住所を同じくし、同居していた
ことが認められ、前記１⑸からも、請
求人とＡの生計同一性を否定するに足
る事情はうかがえない。したがって、
Ａの死亡の当時、請求人とＡが、ｂ宅
において、生計を同じくしていたこと
に疑いの余地はないというべきである。
そして、請求人は、基準額以上の収入
又は所得を将来にわたって有すると認
められる者以外のものなのであるから、
法令の定める生計維持関係認定の上記
要件を満たしていると認められ、請求
人は、Ａの死亡の当時、Ａによって生
計を維持した者と認められるべきであ
る。確かに、Ｂの所得は高額であり、
請求人は、Ｂとｂ宅において住所を同
じくし、Ｂを世帯主とする世帯に属し、
Ｂの健康保険の被扶養者であることが
認められ、請求人はＢによっても生計
を維持した者であったと認められるが、
それをもってしても、法令上、生計維




